
令和 ５年　６月　５日　企画財政部財政課

（単位　千円）

既決予算額 補正予算額 合計 前年同期 伸率（％）

48,306,500 1,149,477 49,455,977 48,407,693 2.2

　今回の補正予算（第２次）は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け 23,614,814 23,614,814 22,184,095 6.4

磯 野 計 記 念 奨 学 金 6,940 6,940 6,848 1.3

た生活者や事業者を支援し、地域経済の回復を促進するため、電気・ガス・食料品等 食 肉 処 理 セ ン タ ー 86,622 86,622 79,780 8.6

国 民 健 康 保 険 9,229,039 9,229,039 9,362,100 ▲ 1.4

価格高騰重点支援地方交付金を活用して行う本市独自事業や、この際、予算措置を 公 共 用 地 取 得 事 業 11,069 11,069 11,069 0.0

奨 学 金 10,004 10,004 10,172 ▲ 1.7

必要とする事業について編成しています。 介 護 保 険 10,759,135 10,759,135 10,782,059 ▲ 0.2

後 期 高 齢 者 医 療 1,567,115 1,567,115 1,587,115 ▲ 1.3

　一般会計の補正予算額は、１１億４，９４７万７千円の増額となり、補正後の予算総 土地開発公社清算事業 1,944,890 1,944,890 344,952 463.8

71,921,314 1,149,477 73,070,791 70,591,788 3.5

額は、４９４億５，５９７万７千円となります。

31,603 31,603 42,664 ▲ 25.9

8,053,813 8,053,813 7,739,079 4.1

6,015,975 6,015,975 6,651,733 ▲ 9.6

98,874 98,874 51,100 93.5

86,121,579 1,149,477 87,271,056 85,076,364 2.6合　　　　　　　計

令和５年度　補正予算（第２次）の概要

会　計　区　分

 一　般　会　計

 特　別　会　計

計（一般会計＋特別会計）

 財産区会計

 工業用水道事業会計

 水道事業会計

 下水道事業会計
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令和５年度　一般会計補正予算（第２次）事項別明細書

　〔 歳　入 〕 （単位　千円） 　〔 歳　出 〕 （単位　千円）　　

国県支出金 地方債 その他

10 議 会 費 350,498 350,498 0

15 総 務 費 4,693,010 2,000 4,695,010 2,000 0

20 民 生 費 17,928,181 495,931 18,424,112 495,931 0

25 衛 生 費 3,645,665 32,535 3,678,200 32,535

30 労 働 費 225,660 225,660 0

35 農林水産業費 2,101,346 91,740 2,193,086 91,740 0

40 商 工 費 1,625,156 171,710 1,796,866 165,710 6,000

45 土 木 費 4,663,880 321,960 4,985,840 182,513 131,300 8,147

50 消 防 費 1,826,116 6,500 1,832,616 6,500

55 教 育 費 4,724,862 27,101 4,751,963 22,773 4,328

60 災 害 復 旧 費 31,250 31,250 0

65 公 債 費 6,029,910 6,029,910 0

70 諸 支 出 金 410,966 410,966 0

80 予 備 費 50,000 50,000 0

48,306,500 1,149,477 49,455,977 960,667 131,300 0 57,510歳　　出　　合　　計

計

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

一般財源
特　　　　定　　　　財　　　　源款 補正前の額 補正額

05 市 税 13,150,000 13,150,000

10 地 方 譲 与 税 579,504 579,504

15 利 子 割 交 付 金 5,000 5,000

16 配 当 割 交 付 金 96,000 96,000

17 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 66,000 66,000

18 法 人 事 業 税 交 付 金 239,000 239,000

19 地 方 消 費 税 交 付 金 2,562,000 2,562,000

20 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 8,000 8,000

29 環 境 性 能 割 交 付 金 45,000 45,000

31 国有提供施設等所在市町村助成交付金 8,216 8,216

33 地 方 特 例 交 付 金 92,000 92,000

35 地 方 交 付 税 12,941,400 12,941,400

40 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 11,000 11,000

45 分 担 金 及 び 負 担 金 366,979 366,979

50 使 用 料 及 び 手 数 料 456,342 456,342

55 国 庫 支 出 金 7,481,360 922,493 8,403,853

60 県 支 出 金 3,675,981 38,174 3,714,155

65 財 産 収 入 54,703 54,703

70 寄 附 金 420,180 420,180

75 繰 入 金 2,321,501 57,510 2,379,011

80 繰 越 金 1 1

85 諸 収 入 711,633 711,633

90 市 債 3,014,700 131,300 3,146,000

48,306,500 1,149,477 49,455,977歳　　入　　合　　計

補正前の額 補正額 計款
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令和５年度　一般会計補正予算（第２次）性質別内訳
（単位　千円）

補助 単独 補助 単独

7,171,967 6,585,362 195,264 10,859,308 8,880,121 1,313,046 3,088,050 25,750 5,500 6,029,910 502,069 26,278 208,000 3,415,875 48,306,500

14.8 13.6 0.4 22.5 18.4 2.7 6.4 0.1 0.0 12.5 1.0 0.1 0.4 7.1 100.0

10 議 会 費 0

15 総 務 費 1,950 50 2,000

20 民 生 費 3,314 21,017 468,000 3,600 495,931

25 衛 生 費 22,510 10,025 32,535

30 労 働 費 0

35 農林水産業費 201 91,539 91,740

40 商 工 費 24 171,686 171,710

45 土 木 費 ▲ 4,397 340,657 ▲ 14,300 321,960

50 消 防 費 6,500 6,500

55 教 育 費 4,579 22,522 27,101

60 災 害 復 旧 費 0

65 公 債 費 0

70 諸 支 出 金 0

80 予 備 費 0

3,314 45,884 0 468,000 305,922 340,657 ▲ 14,300 0 0 0 0 0 0 0 1,149,477

7,175,281 6,631,246 195,264 11,327,308 9,186,043 1,653,703 3,073,750 25,750 5,500 6,029,910 502,069 26,278 208,000 3,415,875 49,455,977

14.5 13.4 0.4 22.9 18.6 3.3 6.2 0.1 0.0 12.2 1.0 0.1 0.4 6.9 100.0

合計

構成比　（％）

繰出金

（
　
費
　
　
目
　
　
別
　
　
内
　
　
訳
　

）

構成比　（％）

公債費 積立金
投資及び
出資金

貸付金
災害復旧事業費

維　持
補修費

扶助費 補助費等
普通建設事業費

補正額

補正後予算額

補正前予算額

人件費 物件費
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令和５年度　補正予算（第２次）事業の概要

（単位　千円）

特定財源 一般財源

【　一 般 会 計　（主な事業）　】

○ 総務費

諸費 自主防災組織活動支援事業 《危機管理室》 2,000 2,000 0

自主防災組織の活性化事業（津山市少年消防防災クラブの立ち上げ支援事業）

○ 民 生 費

住民税非課税世帯等臨時
特別給付金給付事業費 住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業 《臨時特別給付金事業推進室》 492,331 492,331 0

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金の支給

　・ 支給対象　①令和5年度住民税非課税世帯  約13,000世帯 （407,282） （407,282） 0

　　　　　　　　　

　・ 支給対象　②家計急変により、①の世帯と同様の事情にあると認められる世帯（家計急変世帯）　約100世帯 （85,049） （85,049） 0

　・ 支給対象　③令和5年度住民税均等割のみ課税世帯　約2,500世帯

　・ 対象世帯数　約15,600世帯

　・ 支給額　3万円/世帯　　

　・ 支給時期　令和5年8月下旬頃から随時支給予定

教育・保育施設給付費 民間保育園支援事業 《こども保育課》 3,600 3,600 0

民間保育園及び認定こども園の副食費高騰（3歳児以上）に伴う保護者負担分支援

園児一人当たりの助成額　＠200円/月（高騰分）×12月分

○ 衛 生 費

環境対策費 脱炭素先行地域計画策定事業 《脱炭素社会推進室》 22,510 22,510

脱炭素先行地域選定に向けた計画提案書の作成経費

清掃総務費 津山圏域衛生処理組合負担金 《環境事業課》 10,025 10,025

津山圏域衛生施設組合汚泥再生処理センター脱水汚泥の外部搬出等経費

科　　　目 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容　　　　　等 補正予算額
財　源　内　訳

物価高騰対策

物価高騰対策

市独自事業

市独自事業
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（単位　千円）

特定財源 一般財源
科　　　目 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容　　　　　等 補正予算額

財　源　内　訳

○ 農林水産業費

畜産業費 飼料価格高騰対策支援事業 《農業振興課》 91,740 91,740 0

①配合飼料の価格高騰に対する畜産経営支援【岡山県連携事業】 （70,380） （70,380） 0

　・対〇象　市内に住所を有し、乳用牛、肉用牛（繁殖・肥育）、豚、採卵鶏もしくはブロイラーを飼育する個人又は法人

　・支給額　飼料高騰分×1/6×飼育頭数×6月分

②粗飼料の価格高騰に対する畜産経営支援 （21,360） （21,360） 0

　・対〇象　市内に住所を有し、乳用牛、肉用牛（繁殖・肥育）を飼育する個人又は法人

　・支給額　飼料高騰分×1/2×飼育頭数×6月分

○ 商 工 費

商工総務費 公共交通等事業者支援事業 《商業・交通政策課》 1,500 1,500 0

公共交通等事業者（福祉タクシー事業者、自動車運転代行事業者等）に対する運行継続支援

商工振興費 商業振興事業 《商業・交通政策課》 6,000 6,000

中心市街地活性化に向けた地域活性化起業人の受け入れ経費（1名分）

プレミアム付地域商品券事業 《商業・交通政策課》 164,210 164,210 0

物価高騰下における住民及び事業者の負担を軽減し、地域内の経済循環を促進するための地域商品券事業

・ 地域商品券（一般分）：1冊10,000円で12,000円分の地域商品券（20%の付加価値）、3万冊発行（総額3億6千万円）

・ 地域商品券（事業者分）：1冊10,000円で12,000円分の地域商品券（20%の付加価値）、1万冊発行（総額1億2千万円）

・ 地域商品券（電子分）：1口10,000円で12,000円分の電子商品券（20%の付加価値）、2万口発行（総額2億4千万円）

小規模事業者経営改善資金利子補給事業≪債務負担行為≫ 《みらい産業課》 限度額 全額

利子補給対象とする新型コロナウイルス対策小規模事業者経営改善資金融資等の借入期限の延長（令和5年9月30日まで）

限度額：株式会社日本政策金融公庫から令和5年9月30日までに新型コロナウイルス対策小規模事業者経営改善資金融資を

限度額：受けた者に対して、償還開始の日から3年以内の当該融資及び小規模事業者経営改善資金融資に係る約定利息の額

物価高騰対策

物価高騰対策

物価高騰対策 市独自事業

市独自事業

市独自事業
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（単位　千円）

特定財源 一般財源
科　　　目 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容　　　　　等 補正予算額

財　源　内　訳

○ 土 木 費

道路新設改良費 補助交通安全施設整備事業 《土木課》 191,535 182,944 8,591

防護柵の設置や歩道の設置・拡幅などによる小・中学校通学路危険箇所の解消

（鶴山小学区（野介代地内）の勝部川崎線と勝部線、新野小学区（新野東地内）の工門市場線など）

橋りょう新設改良費 社会資本整備総合交付金事業（橋りょう新設改良） 《土木課》 110,725 107,419 3,306

市道橋の予防的な補修（桜橋、高田橋、翁橋、三枚橋など）

公園管理費 公園施設機能向上安全安心事業 《都市基盤整備課》 19,700 18,850 850

公園トイレの改修、遊具の整備など（城北第三公園、沼第三公園、衆楽公園（中央公園））

○ 消　防　費

常備消防費 津山圏域消防組合負担金 《危機管理室》 6,500 6,500

津山圏域消防組合加茂出張所建設用地取得費等に係る津山市負担分

○ 教 育 費

教育振興費 英語デジタル教科書活用実証研究事業 《学校教育課》 251 251 0

英語デジタル教科書の効果的・汎用的な活用の研究

芸術文化費 芸術文化振興事業 《文化課》 1,328 1,328

「NHKのど自慢」開催経費（令和5年8月開催予定）

文化財保護費 苅田家住宅・酒造場保存整備事業 《文化課》 3,000 3,000

旧苅田家耐震診断にかかる資料移転経費

給食センター費 学校給食費高騰対策支援事業 《保健給食課》 22,522 22,522 0

令和5年6月以降の小・中学校給食費高騰に対する助成

児童・生徒一人当たりの助成額　＠20円/食（高騰分）×給食数（10月分）

一 般 会 計 補 正 予 算 （第2次）　　合　　計 1,149,477 1,091,967 57,510

物価高騰対策 市独自事業
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（単位　千円）

特定財源 一般財源
科　　　目 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容　　　　　等 補正予算額

財　源　内　訳

　物価高騰対策事業（再掲） 775,903 775,903 0

住民税非課税世帯等臨時
特別給付金給付事業費 住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業 《臨時特別給付金事業推進室》 492,331 492,331 0

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金の支給

　・ 支給対象　①令和5年度住民税非課税世帯  約13,000世帯 （407,282） （407,282） 0

　　　　　　　　　

　・ 支給対象　②家計急変により、①の世帯と同様の事情にあると認められる世帯（家計急変世帯）　約100世帯 （85,049） （85,049） 0

　・ 支給対象　③令和5年度住民税均等割のみ課税世帯　約2,500世帯

　・ 対象世帯数　約15,600世帯

　・ 支給額　3万円/世帯　　

　・ 支給時期　令和5年8月下旬頃から随時支給予定

教育・保育施設給付費 民間保育園支援事業 《こども保育課》 3,600 3,600 0

民間保育園及び認定こども園の副食費高騰（3歳児以上）に伴う保護者負担分支援

園児一人当たりの助成額　＠200円/月（高騰分）×12月分

畜産業費 飼料価格高騰対策支援事業 《農業振興課》 91,740 91,740 0

①配合飼料の価格高騰に対する畜産経営支援【岡山県連携事業】 （70,380） （70,380） 0

　・対〇象　市内に住所を有し、乳用牛、肉用牛（繁殖・肥育）、豚、採卵鶏もしくはブロイラーを飼育する個人又は法人

　・支給額　飼料高騰分×1/6×飼育頭数×6月分

②粗飼料の価格高騰に対する畜産経営支援 （21,360） （21,360） 0

　・対〇象　市内に住所を有し、乳用牛、肉用牛（繁殖・肥育）を飼育する個人又は法人

　・支給額　飼料高騰分×1/2×飼育頭数×6月分

商工総務費 公共交通等事業者支援事業 《商業・交通政策課》 1,500 1,500 0

公共交通等事業者（福祉タクシー事業者、自動車運転代行事業者等）に対する運行継続支援

物価高騰対策

市独自事業

市独自事業

市独自事業

市独自事業
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（単位　千円）

特定財源 一般財源
科　　　目 事　　　　　業　　　　　内　　　　　容　　　　　等 補正予算額

財　源　内　訳

商工振興費 プレミアム付地域商品券事業 《商業・交通政策課》 164,210 164,210 0

物価高騰下における住民及び事業者の負担を軽減し、地域内の経済循環を促進するための地域商品券事業

・ 地域商品券（一般分）：1冊10,000円で12,000円分の地域商品券（20%の付加価値）、3万冊発行（総額3億6千万円）

・ 地域商品券（事業者分）：1冊10,000円で12,000円分の地域商品券（20%の付加価値）、1万冊発行（総額1億2千万円）

・ 地域商品券（電子分）：1口10,000円で12,000円分の電子商品券（20%の付加価値）、2万口発行（総額2億4千万円）

給食センター費 学校給食費高騰対策支援事業 《保健給食課》 22,522 22,522 0

令和5年6月以降の小・中学校給食費高騰に対する助成

児童・生徒一人当たりの助成額　＠20円/食（高騰分）×給食数（10月分）

市独自事業

市独自事業
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